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はじめに

受動喫煙による健康影響については、1981年に世界に先駆けて我が国の大規模コホート研究である計画調査によって問題提起され、その後、世界各国において実施された多数の疫学研究において科学的証拠が蓄積されてきました。それらをまとめた複数の総括報告において、肺がん・虚血性心疾患、小児の呼吸器疾患などで因果関係ありとの判断が下されています。
我が国の受動喫煙レベルは、欧米諸国に比べて狭い住宅事情などから、家庭内においては高いと考えられてきました（肺がんについては、非喫煙女性の肺がん死亡率が諸外国よりも高い、受動喫煙による肺がんリスク増加が諸外国よりも大きいことが報告されています）。加えて、職場や公共の場についても、近年改善の傾向にあるとはいえ、まだまだ改善の余地があります。
このような中で、大阪府においては、衛生対策審議会のもとに受動喫煙防止対策検討部会が設置され、大阪府における受動喫煙防止対策のあり方について、2012年5月から9月にかけて4回の検討部会を開催し、討議を重ねてきました。
大阪府においては、この報告書の内容を踏まえて、大阪府民の健康を守るために、効果的な受動喫煙防止対策を積極的に展開されることを期待します。

大阪府衛生対策審議会受動喫煙防止対策検討部会　
部会長　祖父江友孝
















１．受動喫煙をめぐる現状と課題

我が国では毎年喫煙で約12～13万人、受動喫煙では約6,800人が死亡していると推計されている。たばこは個人の嗜好やマナーの問題のみならず、がんや循環器疾患をはじめ多くの疾病の原因の１つであることから、府は府民の健康を守るために「たばこ対策」に取り組んできた。
これまで府は、公共の場における受動喫煙防止について、平成20年度策定の大阪府健康増進計画に基づき、５カ年計画で公共施設の全面禁煙100％をめざし取り組みを行ってきたが、最終評価年である平成24年度においても、公立小中高学校が100％となった以外では、官公庁96.4％、病院86.3％、私立学校82.1％であり、100％達成には至っておらず、今後これらの施設における対策の検討が必要となっている。
また、平成22年度実施の大阪府内の飲食店における受動喫煙防止対策実施状況調査において、府内の終日全面禁煙の飲食店が17.5％（空間分煙6.9％、その他19.3％）にとどまっていることが明らかとなった。特に未成年者や妊婦など家族連れの利用が多い店には早急な対策が必要であり、民間施設を含めた対策についても検討が必要となっている。
以上、現時点で全面禁煙が未実施の公共性の高い施設における新たな対策とともに、民間施設を含めた「府の受動喫煙防止対策のあり方」が課題となっている。

2． 大阪府受動喫煙防止対策のあり方

（１）府の受動喫煙防止対策の基本的考え方について

①　健康影響について
受動喫煙には健康影響があることから、健康増進法や経済影響への懸念等をふまえつつ、実効性のある対策が必要である。

②　対象について
・　府が対策の対象とするのは、家庭・職場・公共の場全てである。
（ただし、今回は「家庭」を除く空間（公共の場：多数の者が利用又は出入りすることが可能な空間）における対策について検討を行った。）
・　家庭と職場は、特に健康影響が大きいことから、周知啓発を行う必要がある。
・　屋外であっても、子どもや妊婦が利用する空間、多くの者が利用する空間については、対策が必要である。

③　施設分類と主な対象施設について
「健康影響の大きさ」、「公共性・公益性」、「施設管理者別」、「経済影響」を判断基準として施設を分類して、それぞれについて必要な対策を行うものとする。

＜判断基準について＞
１）受動喫煙による健康影響は、以下の要因により規定される。
・曝露濃度　　  　：屋内や車内等閉鎖された空間ほど受動喫煙の曝露の濃度が高く、受動喫煙による健康影響が大きい。
・時間（頻度）  　：利用する時間、頻度が多いほど受動喫煙の曝露の時間が長く、受動喫煙による健康影響が大きい。
・多くの者が利用　：多数の者が利用する空間ほど受動喫煙の影響を受ける者が多く、受動喫煙による健康影響が大きい。
・対象者の特性　　：未成年者、妊婦、健康問題のある者等は受動喫煙による健康影響が大きい。

２）　公共性は、以下の要因により規定される。
・　多数の者が利用 ： 多数の者が利用又は出入りする事が可能な施設（空間）ほど公共性が高い。
・　代替性　　　　　　 ： 府民がその施設を利用することが不可避なもの、その施設（空間）を利用しないという選択肢がない、又は低い（代替性が低い）ものほど公共性が高い。
・　公的な施設　　　 ： 国や地方自治体等の管理する施設（空間）は公共性　　
　　　　　　　　　　　　　　 が高い。
・　子どもの利用　 　： 自分の意思で行動することができない子どもが利用する施設(空間)は公共性が高い。


３）公益性は、以下の要因により規定される。
特定の団体や個人でなく、府民全体にかかわるもので単に利益追求でないもの（健康増進や教育のための施設等）ほど公益性が高い。

４）施設管理者
施設管理者では、大阪府、大阪府以外の自治体、民間により区分する等、対策や推進方法を検討する際には配慮する必要がある。

５）経済影響
特に民間施設における対策では、事業者の経済影響への懸念に対する配慮が重要である。

　　　　＜施設分類と判断基準のまとめ＞
	
分類
	判断基準

	
	健康
影響
	公共性
公益性
	施設管理者
	経済影響

	1

	とても
大きい
	とても
高い
	施設管理者では府又は府以外の自治体が多いが民間もある
	経済影響の可能性は
あまりない

	2
	大きい
	高い
	民間が主
	経済影響の可能性がある

	3
	大きい
	低い
	民間が主
	経済影響の可能性がある

	4
	小さい
	高い
	府以外の自治体が主
	


　　
　　　＜各分類と主な対象施設について＞
	分類
	主な対象施設

	1

	学校（幼稚園・保育所・小・中・高校、大学、専修学校等）、医療機関（病院、診療所、薬局、接骨院等）、官公庁、公共交通機関（駅、車両内等）
児童・母子福祉施設、社会福祉施設、運動施設（体育館、スポーツクラブ、練習場等）、社会教育施設（図書館、博物館等）等

	2
	飲食店、宿泊施設、物品販売・サービス店（デパート・大型小売店、スーパー・小売店・クリーニング店、旅行代理店等）、金融機関、事務所、集会場、神社、寺院、教会、火葬場等、理容・美容所、公衆浴場、劇場・映画館、遊技施設（ゲームセンター等、ボウリング場、カラオケボックス等）等

	3
	（子どもの利用がない）飲食店、（子どもの利用がない）宿泊施設、風俗営業法対象施設（バー、スナック、パチンコ店、マージャン屋、キャバレー、カフェー、ナイトクラブ、ダンスホール等）等

	4
	公園、通学路、屋外レジャー施設（遊園地・テーマパーク、動物園、植物園等）、観覧場（野球場、サッカー場、陸上競技場等）等






④対策と推進方法について

＜対策について＞
受動喫煙防止の対策を以下のように定義する。
１）敷地内全面禁煙
建物の屋内又はそれに準ずる環境が常に禁煙の状態に加え、施設敷地内の屋外も常に禁煙の状態。
２）建物内全面禁煙
建物の屋内又はそれに準ずる環境が常に禁煙の状態。
３）分煙
　　　　　建物の屋内又はそれに準ずる環境に喫煙可能な区域がある状態。

＜推進方法について＞
受動喫煙防止対策を推進する方法を以下のように定義する。
１）法制化
　　　　条例等の法規により義務を課し、又は権利を制限する規定を定めるもの。
２）ガイドライン
　　　　　政策・施策などの指針や方針。（義務を課し、又は権利を制限する規定を定めるものではない）
３）啓発等
　　　　　法制化やガイドライン策定によらず、府民の任意の協力に基づき受動喫煙防止対策への協力を呼びかけるもの。


（２）公共性の高い施設における受動喫煙防止対策について

〇　第１分類
　　　　　敷地内全面禁煙又は建物内全面禁煙を法制化により推進すべき。

＜判断基準＞
健康影響　　　　　　　　 とても大きい
公共性・公益性　　　　 とても高い
施設管理者　　　　　　 府又は府以外の自治体が多いが民間もある
経済影響の可能性　　 あまりない

＜主な対象施設＞
学校（幼稚園・保育所・小・中・高校、大学、専修学校等）、医療機関（病院、診療所、薬局、接骨院等）、官公庁、公共交通機関（駅、車両内等）、児童・母子福祉施設、社会福祉施設、運動施設（体育館、スポーツクラブ、練習場等）、社会教育施設（図書館、博物館等）等

＊　公共交通機関については、「車両、駅について原則全面禁煙」とするが、規制に関しては、別途詳細な検討が必要である。
＊　公共交通機関内の飲食店については飲食店の扱いに準ずること。
（３）民間施設、特に未成年者や妊婦が利用する施設における受動喫煙防止対策について

○　第２分類
　　　　建物内全面禁煙又は分煙※をガイドラインとして示し推進すべき。
※建物内全面禁煙（敷地内全面禁煙を含む）という意見が多数（１１名）、分煙という意見（４名）であった。

子どもや妊婦も利用する施設であることから、ガイドラインの中で、分煙は、受動喫煙の防止に効果が不確実であること、施設管理者が費用負担も含めた経営判断として実施すること等を明示すること、直ちに全面禁煙の実施が困難な場合の選択肢の一つとすること、さらに、将来的には全面禁煙義務化をめざす等、分煙が認められる条件や期間を限定的なものとすべき。

＜判断基準＞
健康影響　　　　　　　　 大きい
公共性・公益性　　　　 高い（子どもの利用がある）
施設管理者　　　　　　 民間が主
経済影響の可能性　　 ある

＜主な対象施設＞
飲食店、宿泊施設、物品販売・サービス店（デパート、大型小売店、スーパー、小売店、クリーニング店、旅行代理店等）、金融機関、事務所、集会場、神社、寺院、教会、火葬場、理容・美容所、公衆浴場、劇場・映画館、遊技施設（ゲームセンター、ボウリング場、カラオケボックス等）等


〇　第３分類
 　　　 建物内全面禁煙又は分煙をガイドラインとして示し推進すべき。

今後、全面禁煙義務化の必要性について検討すること。

＜判断基準＞
健康影響　　　　　　　　 大きい
公共性・公益性　　　　 低い（子どもの利用がない）
施設管理者　　　　　　 民間が主
経済影響の可能性　　 ある

＜主な対象施設＞
（子どもの利用のない）飲食店、（子どもの利用がない）宿泊施設、風俗営業法対象施設（バー、スナック、パチンコ店、マージャン屋、キャバレー、カフェー、ナイトクラブ、ダンスホール等）等



第２分類・第３分類について

・予期しない受動喫煙を防止する方法として、店頭表示の推進を検討すること。
・飲食店における対策では、事業者の経済影響への懸念に対する配慮が重要である。
・宿泊施設については、フロント・ロビー・廊下等のパブリックスペースと、客室・貸切宴会場・喫茶・飲食店等に区分して検討すること。


〇　第４分類
受動喫煙防止のための対策をガイドラインとして示し推進すべき。

公園や通学路など、子どもや妊婦が利用する空間や多くの者が利用する空間については、ガイドラインによる方向性の提示や啓発等の取り組みが必要である。

＜判断基準＞
健康影響　　　　　　　　 小さい（屋外）
公共性・公益性　　　　 高い
施設管理者　　　　　　　府以外の自治体が主

＜主な対象施設＞
公園、通学路、屋外レジャー施設（遊園地・テーマパーク、動物園、植物園等）、観覧場（野球場、サッカー場、陸上競技場等）等
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大阪府の受動喫煙防止対策のあり方について（まとめ）
	分類
	判断基準
	主な対象施設
	必要な対策
	必要な
推進方法
	備考

	１

	・　健康影響がとても大きい
・　公共性・公益性がとても高い
・　施設管理者では府又は府以
外の自治体が多いが民間もある
・　経済影響の可能性はあまりない
	学校（幼稚園・保育所・小・中・高校、大学、専修学校等）、医療機関（病院、診療所、薬局、接骨院等）、官公庁、公共交通機関（駅、車両内等）、児童・母子福祉施設、社会福祉施設、運動施設（体育館、スポーツクラブ、練習場等）、社会教育施設（図書館、博物館等）等
	敷地内全面禁煙
又は
建物内全面禁煙

	法制化
（条例による
義務化）
	

	２
	・　健康影響が大きい
・　公共性・公益性が高い（子どもの利用がある）
・　施設管理者では民間が主
・　経済影響の可能性がある

	飲食店、宿泊施設、物品販売・サービス店（デパート・大型小売店、スーパー・小売店・クリーニング店、旅行代理店等）、金融機関、事務所、集会場、神社、寺院、教会、火葬場等、理容・美容所、公衆浴場、劇場・映画館、遊技施設（ゲームセンター、ボウリング場、カラオケボックス等）等
	建物内全面禁煙
又は
分煙※

将来的には全面禁煙義務化をめざす
	ガイドライン


	※建物内全面禁煙（敷地内
全面禁煙を含む）という意見
が多数（１１名）、分煙という意
見が（４名）であった。


	３
	・　健康影響が大きい
・　公共性・公益性が低い（子どもの利用がない）
・　施設管理者では民間が主
・　経済影響の可能性がある
	（子どもの利用がない）飲食店、（子どもの利用がない）宿泊施設、風俗営業法対象施設（バー、スナック、パチンコ店、マージャン屋、キャバレー、カフェー、ナイトクラブ、ダンスホール等）等
	建物内全面禁煙
又は
分煙
	ガイドライン
	今後、全面禁煙義務化の必要性について検討すること。

	４
	・　健康影響が小さい(屋外)
・　公共性・公益性が高い
・　施設管理者では府以外の自治体が主
	公園、通学路、屋外レジャー施設（遊園地・テーマパーク、動物園、植物園等）、観覧場（野球場、サッカー場、陸上競技場等）等
	受動喫煙を防止するための対策
	ガイドライン

	子どもや妊婦が利用する空間、多くの者が利用する空間については、ガイドラインによる方向性の提示や啓発等の取り組みが必要である。


○　第２分類については、子どもや妊婦も利用する施設であることから、ガイドラインの中で、分煙は、受動喫煙の防止効果が不確実であること、施設管理者が費用負担も含めた経営判断として実施すること等を明示すること、直ちに全面禁煙の実施困難な場合の選択肢の一つとすること、さらに、将来的には全面禁煙義務化をめざす等、分煙が認められる条件や期間を限定的なものとすべき。

〇　用語の定義　
敷地内全面禁煙：建物の屋内又はそれに準ずる環境が常に禁煙の状態に加え、施設敷地内の屋外も常に禁煙の状態
建物内全面禁煙：建物の屋内又はそれに準ずる環境が常に禁煙の状態
分煙　　　　　：建物の屋内又はそれに準ずる環境に喫煙可能な区域がある状態
法制化　　　　　　：条例等の規制により義務を課し、又は権利を制限する規定を定めるもの
ガイドライン　　　：政策・施策などの指針や方針（義務を課し、又は権利を制限するものではない）
3． 部会における検討の経過
（点線内は部会の方向性を示す。）

（１）府の受動喫煙防止対策の基本的考え方について

①　健康影響について
受動喫煙には健康影響があることから、健康増進法や経済影響への懸念等を踏まえつつ、実効性のある対策が必要である。

【主な意見】
・　ヒアリングでは、「受動喫煙の健康影響について科学的根拠がない」との意見も出ているが、健康影響は明白である。
・　屋外における影響についてはどのような影響があるのかはっきりしないのではないか。
・　たばこが健康増進法の定めを超えて規制せねばならないほど健康に有害なら、同法を廃止し、例えば禁止薬物に指定する等の対応が必要なのではないか。
・　民間業者は、お客様サービスの観点（喫煙者も非喫煙者もお客様）から既に対策に取り組んでいる。

②　対象について
・　府が対策の対象とするのは、家庭・職場・公共の場全てであるが、今回は「家庭」を除く空間（公共の場：多数のものが利用又は出入りすることが可能な空間）における対策を検討する。
・　家庭と職場は、特に健康影響が大きいことから、周知啓発を行う必要がある。
・　屋外であっても、子どもや妊婦が利用する空間、多くの者が利用する空間については、対策が必要である。

【主な意見】
家庭、職場、屋外については、含めるべきとする意見と除外すべきという意見があった。また、事業者からは、所有・管理する施設以外（府以外の自治体が所有・管理する施設、民間施設）まで対象とするべきでないとする意見もあった。

・　議論の対象は広くした上で、講ずべき対策の検討の際には、府の施設管理下にあるか否かを一定斟酌する方がよいのではないか。
・　健康増進法の対象が「多数の者が利用する施設」であることを踏まえると、議論の対象を府の管理権が及ぶ範囲に限定するのは良くないのではないか。
・　本会の目的は、受動喫煙の曝露を減らすことをめざしているので、実行可能性から議論することは本筋ではないのではないか。
・　飲食店・旅館を行政が厳しく規制するのが妥当か、疑問がある。
・　健康増進法の規定に従い、屋外（ただし、妊婦や児童への配慮マナーは必要）、職場、家庭は対象から除くべき。
③　施設分類の判断基準について
「健康影響の大きさ」、「公共性・公益性」、「施設管理者別」、「経済影響」を判断基準として施設を分類し、それぞれについて必要な対策のあり方を検討する。

　　　　　＜施設分類と判断基準＞
	分類
	判断基準

	
	健康影響
	公共性
公益性
	施設管理者
	経済影響

	1

	とても
大きい
	とても
高い
	施設管理者では府又は府以外の自治体が多いが民間もある
	経済影響の可能性はあまりない

	2
	大きい
	高い
	民間が主
	経済影響の可能性がある

	3
	大きい
	低い
	民間が主
	経済影響の可能性がある

	4
	小さい
	高い
	府以外の自治体が主
	



【主な意見】
事業者からは、「大阪府・府以外の自治体・民間」の施設管理者による分類で講ずべき対策を検討すべきという意見もあったが、主としては「健康影響の大きさ」、「公共性・公益性」、「施設管理者別」、「経済影響」を判断基準として施設を分類して、それぞれについて必要な対策のあり方を検討した。

・　状況に応じて、子どもに配慮することは必要であるが、「施設管理者」は単独の判断基準ではないのではないか。
・　経済影響や損失への懸念があるが、必ずそれらの視点を入れなければならない施設とそうでない施設があるのではないか。
・　利用者からすれば民間か公的な施設かどうかは関係ないので、単に管理者で区分すべきではない。
・　「危険性」は、通行人に対する火傷の防止という観点であり、受動喫煙防止の目的外であるので、判断基準に含めるべきでない。











（２）公共性の高い施設における受動喫煙防止対策について

〇　第１分類

＜判断基準＞
健康影響　　　　　　　　 とても大きい
公共性・公益性　　　　 とても高い
施設管理者　　　　　　 府又は府以外の自治体が多いが民間もある
経済影響の可能性　　 あまりない

＜施 設 例＞　
学校、医療機関、官公庁、公共交通機関、児童・母子福祉施設、社会福祉
施設、運動施設、社会教育施設等

＜対　　策＞　敷地内全面禁煙又は建物内全面禁煙
＜推進方法＞　法制化により推進すべき。

＊　公共交通機関については、「車両」「駅」について、原則全面禁煙とすること。
＊　公共交通機関内の飲食店については飲食店の扱いに準ずること。

【主な意見】
＜対策について＞
敷地内又は建物内全面禁煙が一番多く（１１名）、分煙という意見（２名）もあった。学校、医療機関は敷地内全面禁煙とするべきという意見があった。一方、敷地内（屋外）は、屋外の対策として議論すべき、建物内全面禁煙で十分であり、敷地内全面禁煙は行き過ぎであるという意見があった。

＜推進方法について＞
法制化が一番多い意見（９名）、ガイドラインが次に多い意見（４名）であった。自治体ごとに異なる対策を行うことによる混乱への懸念などより法制化は国がすべきとの意見がある一方、国に全ての対策を求めるのでなく、条例により、きめ細かな対策を実行できることが自治体の強みであるという意見もあった。
また、規制に際しては、絶対に守ってもらう必要のある施設に対象を限定すべきという意見もあった。

＜公共交通機関について＞
公共交通機関については、本会では、あまり詳細な分類は行わず、「車両」「駅」について原則全面禁煙の方向性を決めることとし、第１分類にとど　　めることとした。
なお、規制に関しては、別途詳細な検討が必要であり、次の提案＊があった。




＊　公共交通機関の詳細な区分について
＜対象＞
１．鉄・軌道、２.路線バス、３．タクシー
４．旅客船、５．航空機
＜各公共交通機関と関連する施設に対する受動喫煙防止対策の区分＞　
１．各交通機関の乗物内、２．各関連施設の建物内
３．各関連施設の建物外（ターミナル、駅ホーム、乗り場、
道路上のバス停等）


【詳細な意見】
公共交通機関について
・　状況が様々であり、一括りにするのはどうか。
・　乗り場と車内を分けて検討する必要がある。
・　公共交通機関内の飲食店は、飲食店としての区分を適用すべき。
・　｢タクシー車両」は、受動喫煙（臭気）防止に馴染まないことと、一種の貸切契約であることから、旅客の選択の自由に委ねるとして、「タクシー車両」は公共交通機関から除外することが望ましい。
・　タクシーはすでに全面禁煙が主流となっているので、あえて外す必要はない。

運動施設、社会教育施設について
・　公共の運動施設・社会教育施設は第1分類、民間の運動施設・社会教育施設は第2分類とすべき。
・　規制の際には、運動施設、社会教育施設については慎重に対応すべき。
・　運動施設には、例えばゴルフ練習場なども含まれ、一律に第1分類にすることはできないのではないか。














（３） 民間施設、特に未成年者や妊婦が利用する施設における受動喫煙防止対策について

〇　第２分類

＜判断基準＞
健康影響　　　　　　　　 大きい
公共性・公益性　　　　 高い（子どもの利用がある）
施設管理者　　　　　　 民間が主
経済影響の可能性　　 ある

＜施 設 例＞
飲食店、宿泊施設、物品販売・サービス店（デパート、スーパー等）、金融機関、事務所、集会場、神社、寺院、教会、火葬場、理容・美容所、公衆浴場、劇場・映画館、遊技施設（ゲームセンター等）等

＜対　　策＞
建物内全面禁煙又は分煙※
※建物内禁煙（敷地内全面禁煙を含む）が最も多い意見（１１名）で、分煙という
意見が（４名）であった。

＜推進方法＞
ガイドラインとして方向性を示すべき。

〇　第３分類

＜判断基準＞
健康影響　　　　　　　　 大きい
公共性・公益性　　　　 低い（子どもの利用がない）
施設管理者　　　　　　 民間が主
経済影響の可能性　　 ある

＜施 設 例＞
（子どもの利用がない）飲食店、宿泊施設、風俗営業法対象施設（バー、スナック等）等

＜対　　策＞
建物内全面禁煙又は分煙
建物内禁煙(６名)、分煙（６名）、その他(３名)であった。

＜推進方法＞
ガイドラインとして方向性を示すべき。



（第２分類、第３分類について）
＊　受動喫煙を防止する方法として、店頭表示の推進を検討すること。
＊　飲食店における対策では、事業者の経済影響への懸念に対する配慮が重要である。
＊　宿泊施設については、フロント・ロビー・廊下等のパブリックスペースと客室、貸切宴会場、喫茶・飲食店等に区分して検討すること。

【主な意見】
＜第２分類、第３分類の区分について＞
　　　　　 第２分類、第３分類の施設区分において、「子どもの利用」の有無を判断基準とすることについては、第２分類、第３分類を区分する必要がない、子どもの保護は保護者が行うべきで、事業者に経済的不利益を迫るべきではないとする意見があった。一方、自分の意思で受動喫煙から逃れられないこと、社会には子どもを健全な環境で育成する義務があること、経済活動に対する制限について、子どもを守るということは大きな判断基準となる等認めるべきという意見が多数であった。

　　　＜分煙について＞
第２分類における対策では、建物内全面禁煙が多数で、分煙が少数であった。受動喫煙の防止に効果が不確実で費用負担を伴う分煙を府が推奨すべきでない、「健康増進法」及び「健康局長通知」が要請している施設管理者への努力義務を、部分的にせよ下回る対策を部会として答申するべきではないとの意見があった。一方、第３分類では、建物内全面禁煙と分煙が拮抗していた。分煙については、現時点で国も一定の条件で認めている方策であり、ガイドラインにも何らかの形で盛り込むべき、費用負担に関しては、施設管理者（事業者）が費用負担も含めた経営判断として実施すべきとの意見があった。
また、コストがかからず直ちに実施できる方法として時間分煙についての提案もあった。

＜将来的には全面禁煙義務化の方向性について＞
第２分類では、将来的には全面禁煙義務化の方向性を支持する意見が最も多かった。第３分類では、将来的には全面禁煙義務化をめざすべきという意見とめざすべきでないという意見が拮抗した。今後、全面禁煙義務化の必要性について検討すべきという意見もあった。

＜経済影響について＞
委員からは、諸外国では影響がないことが多数報告されており、一律の規制の方が小規模の飲食店等にとっては影響が少ないのではないかなどの意見が出された。一方、経済的影響の有無は事業者自らによる市場調査や経営上の判断に基づくもの以外は意味を持たないとの意見が出された。
また、経済影響への懸念より、利用者や飲食店で働く労働者の健康影響を優先するべきという意見もあった。




【詳細な意見】
「子どもの利用」の有無を施設分類の判断基準とすることについて
・　子どもの利用は、公共性に含まれるので、単独の判断基準にはならない。
・　子どもの利用は、健康影響の対象者特性で反映されているのではないか。
・　子どもの利用のない施設は（風俗営業法対象施設等）理解できるが、他のほぼすべ
ての施設では子どもの利用があり、判断基準に含める必要はない。

対策について
・　将来的には全面禁煙義務化（罰則ありを含め）をめざすべきである。
・　国が認めている分煙を排除して、近い将来に全面禁煙となるように見せかけることは問題である。
・　一般飲食店や宿泊施設等の私的施設や企業は、それぞれの自由裁量に任せてほしい。
・　府として、知事通知等による施設管理者への方針の周知徹底と施設管理者による禁煙環境作りの推奨を図るとともに、現時点では第２・第３分類については、施設管理者の裁量にゆだねる部分があってもよいのではないか。
・　将来とは何年程度先をさすかについては、第２・第4分類では３年後、第３分類では５年後としてはどうか。
・何年後かについては、今後検討すべき。

推進方法について
・　健康影響よりも営業権を主張するのであれば議論は収束しない。ただし、営業権や生活権については理解できるので、第２・第３分類についてはガイドラインがよいのではないか。
・　民間施設ですでに分煙施設がある場合、その私有財産に使用制限をかけるだけの根拠が見あたらないのではないか。
・　子ども、妊産婦を守るための時間分煙を導入することで、施設撤去にかかる費用負担、使用制限における不公平感をなくすことを提案する。
・　国が認めている分煙を認めないということであれば、ガイドラインであっても反対するしかない。

経済影響について
・　飲食店における対策では、経済影響への配慮が重要である。
・　神奈川県で経済的影響が出たとの反証も示されており、諸外国の例や一般的な調
査をもとに経済的影響がないと事業者以外の立場から軽々に断じるべきではない。
・　経済影響への懸念がある。
・　府の調査などでも、利用者は禁煙を求めており、ニーズに答えるべきではないか。
・　効果的な受動喫煙防止対策とその他の影響とのバランスを検討しており、委員は
皆、できる範囲で良いもの（今後の方向性）を作ろうと努力している。







〇　第４分類

＜判断基準＞
健康影響　　　　　　　　 小さい（屋外）
公共性・公益性　　　　 高い
施設管理者　　　　　　　府以外の自治体が主

＜施 設 例＞
公園、通学路、屋外レジャー施設（遊園地・テーマパーク、動物園、植物園等）、観覧場（野球場、サッカー場、陸上競技場等）等

＜対　　策＞
受動喫煙防止のための対策

＜推進方法＞
ガイドラインとして方向性を示すべき。

【主な意見】
・　屋外は受動喫煙防止対策の観点においては、対象外とすべきではないか。
・　公園や通学路、バス停などについては対策が必要である。
・　受動喫煙とともに、危険防止の観点より法制化すべきである。
・　屋外についても、受動喫煙による影響や対策の必要性についての啓発が必要である。
[bookmark: _GoBack]・　限られた時間の中での議論であったが、方向性をしめす必要がある。













参考資料



１．大阪府衛生対策審議会及び受動喫煙防止対策検討部会の開催状況

	名称
	開催日
	主な議題

	第１回
大阪府衛生対策審議会
	平成24年
４月２０日
	・　大阪府受動喫煙防止対策のあり方について(諮問)
・　受動喫煙防止対策検討部会の設置

	第１回検討部会
	平成24年
５月２５日

	・　受動喫煙とは、健康影響、国内外の動向、府の状況
・　府の受動喫煙防止対策の基本的考え方について

	ヒアリング
	平成24年
６月１８日
～６月２９日
	・　たばこの製造、販売にかかわる団体等を含み、影響を受ける可能性があると考えられるもののうち部会長の承認が得られた５団体を対象として実施

	第２回検討部会
	平成24年
７月１９日

	・　産業医科大学大和氏講演「受動喫煙防止対策について」
・　公共性の高い施設における受動喫煙防止対策について

	第３回検討部会
	平成24年
８月３１日

	・　公共性の高い施設における受動喫煙防止対策について
・　民間施設における受動喫煙防止対策について

	第４回検討部会
	平成24年
９月２７日

	・　公共性の高い施設における受動喫煙防止対策について
・　屋外における受動喫煙防止対策について
・　検討部会のとりまとめ

	第２回
大阪府衛生対策審議会
	平成24年
１０月２５日
	・　大阪府受動喫煙防止対策のあり方について(報告)
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２．大阪府衛生対策審議会受動喫煙防止対策検討部会委員名簿

	所属等
	氏名
	備考

	大阪府飲食旅館生活衛生組合連合会会長
	小林　芳春
	　

	大阪府旅館ホテル生活衛生同業組合理事長
	岡本　　厚
	　

	大阪商工会議所　理事・総務広報部長　（大阪府商工会議所連合会）
	児玉　達樹
	　

	関西鉄道協会事務局長
	小田　　昇
	　

	社団法人大阪府医師会理事
	矢野　隆子
	　

	社団法人大阪府歯科医師会理事
	木田　眞敏
	　

	社団法人大阪府薬剤師会理事
	山村　万里子
	　

	地方独立行政法人大阪府立病院機構
大阪府立成人病センターがん予防情報センター長
	津熊　秀明
	○

	なにわの消費者団体連絡会事務局長　
	岡本　孝子
	　

	四條畷市教育委員会　教育長　（大阪府都市教育長協議会）
	戸谷　健三
	　

	読売新聞大阪本社編集局編集委員
	竹村　登茂子
	※

	泉南市　健康福祉部長（大阪府市長会　会長市）
	中脇　一雄
	　

	能勢町　民生部長（大阪府町村長会　会長町）
	森鼻　正道
	　

	大阪大学大学院医学系研究科環境医学教授
	祖父江　友孝
	◎

	大阪市立大学大学院経済学研究科教授
	滋野　由紀子
	※

	京都産業大学法学部教授
	寺沢　知子
	※


◎部会長、○部会長代理、※大阪府衛生対策審議会委員
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３．ヒアリングの概要
（１）実施の目的
府の受動喫煙防止対策について、検討部会委員以外の関係者の意見を聴取し、検討部会で
の検討の参考とすることを目的とする。

（２）対象団体及び実施状況
たばこの製造、販売にかかわる団体等を含み、影響を受ける可能性があると考えられるもののうち部会長の承認が得られたものを対象として実施した。

	団体名
	対象とした理由
	実施日時

	財団法人　阪喉会
	がんの患者会
	平成24年６月１８日

	大阪府下たばこ商業協同組合
	たばこ販売代表
	平成24年６月２７日

	日本たばこ産業株式会社
	たばこ製造代表、国内最大シェア
	平成24年６月２８日

	特定非営利活動法人
「子どもに無煙環境を」推進協議会
	活動団体の代表
	平成24年６月２８日

	大阪府PTA協議会
	子育て世代、保護者の代表
	平成24年６月２９日



（３）実施方法
ヒアリングシートを事前送付し、提出されたヒアリングシートを基に意見を伺った。

（４）主な意見
	団体名
	主な意見

	財団法人阪喉会
	· 受動喫煙防止条例や罰則つきの条例の制定が必要である
· 学校教育、「受動喫煙防止の日」の制定、標語・合言葉・ロゴマーク・マスコットキャラクター・横断帯・垂れ幕の作成等による受動喫煙防止施策のＰＲが必要

	大阪府下たばこ
商業協同組合
	· 受動喫煙防止のための措置としては、喫煙室設置など適切な分煙が望ましい
· タバコ税による府や市町村の税収入の観点より、喫煙の権利を保護するべきではないか

	日本たばこ産業株式会社
	· 受動喫煙と肺がんや虚血性心疾患との関連については、大部分の疫学研究において統計的に有意な結果が示されていない
· 「喫煙室の設置」によって喫煙者と非喫煙者の共存を推進している

	特定非営利活動法人
「子どもに無煙環境を」
推進協議会
	· 成人を含む８割を占める非喫煙者を受動喫煙から保護するためには、全面禁煙義務化が必要
· 行政は、府民の健康を守るための政策を遂行すべき

	大阪府PTA協議会
	· 子どもを保護するという観点より分煙より「全面禁煙」の推進と歩きタバコの条例による禁止を行う必要がある
· 小・中学校において、喫煙の健康影響について学習する機会を設ける必要がある
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４．受動喫煙の健康影響資料　１

（１）　健康増進法第25条（受動喫煙の定義）
受動喫煙とは「室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされ
ること」　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）　厚生労働省　受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会報告書（抜粋）
・　受動喫煙は、ヒトに対して発がん性がある化学物質や有害大気汚染物質への曝露
・　乳幼児突然死症候群、子どもの呼吸器感染症や喘息発作の誘発など呼吸器疾患
の原因
・　血管内皮細胞の障害や血栓形成促進の作用が認められ、冠状動脈疾患の原因
　　　　　　　　　　
（３）　厚生労働省健康局長通知「受動喫煙防止対策について」（抜粋）
・　流涙、鼻閉、頭痛等の諸症状や呼吸抑制、心拍増加、血管収縮等生理学的反応等
・　肺がんや循環器疾患等のリスクの上昇
・　IARC（国際がん研究機関）は、証拠の強さによる発がん性分類において、たばこを
グループ１※に分類
・　低出生体重児の出産の発生率が上昇
・　乳幼児突然死症候群、子どもの呼吸器感染症や喘息発作の誘発など呼吸器疾患
の原因

※国際がん研究機関（IARC）の発がん性分類
グループ1　 : ヒトに対する発がん性が認められる
グループ2A　: ヒトに対する発がん性がおそらくある
グループ2B　: ヒトに対する発がん性が疑われる
グループ3 　: ヒトに対する発がん性が分類できない
グループ4　 : ヒトに対する発がん性がおそらくない













20

５．　受動喫煙防止対策の国・他府県・海外の状況
（１）　国の状況

＜健康増進法第25条＞　（平成14年8月2日法律第103号）
学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、官公庁施設、飲食店その他の多数の者が利用する施設を管理する者は、これらを利用する者について、受動喫煙（室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされることをいう）を防止するために必要な措置を講ずるように努めなければならない。
 

＜厚生労働省健康局長通知　「受動喫煙防止対策について」＞
（平成22年2月25日健発0255第2号）
〇　健康増進法第25条の規定の対象となる施設
学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、官公庁施設、飲食店、鉄軌道駅、バスターミナル、航空旅客ターミナル、旅客船ターミナル、金融機関、美術館、博物館、社会福祉施設、商店、ホテル、旅館等の宿泊施設、屋外競技場、遊技場、娯楽施設、鉄軌道車両、バス、タクシー、航空機、旅客船等

〇　今後の受動喫煙防止対策の基本的な方向性
・　多数の者が利用する公共的な空間については、原則として全面禁煙であるべき。
・　特に屋外であっても子どもの利用が想定される公共的な空間では、受動喫煙防止のための配慮が必要である。
・　全面禁煙が極めて困難である場合には、当面の間、喫煙可能区域の設定等の受動喫煙防止対策を求めるが、将来的には全面禁煙を目指すことを求める。
・　少なくとも学校、医療機関は全面禁煙が望ましい。


＜職場における受動喫煙防止対策に関する検討会 報告書(抜粋)＞　
（平成22年5月）
〇　今後の職場における受動喫煙防止対策の基本的方向
・　快適職場という観点ではなく、労働者の健康障害防止という観点から取り組むことが必要。
・　事業者の努力義務ではなく、義務とすべき。
・　一般の事務所や工場においては、全面禁煙又は喫煙室の設置による空間分煙と
すること。


21

＜たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約＞　
（2004年6月8日批准、2005年2月27日発効）
たばこの消費等が健康に及ぼす悪影響から現在及び将来の世代を保護することを目的とし、たばこの規制に関する国際協力について定めたもの。

〇　第8条「たばこの煙にさらされることからの保護」
・ 締約国は、たばこの煙にさらされることが死亡、疾病及び障害を引き起こすことが科学的証拠により明白に証明されていることを認識する。
・　締約国は、屋内の職場、公共の輸送機関、屋内の公共の場所及び適当な場合には他の公共の場所におけるタバコの煙にさらされることからの保護を定める。


＜たばこの煙に晒されることからの保護に関するガイドライン＞
たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約の遂行を支援するためのもの。

〇　受動喫煙の保護のための原則
・　たばこの煙に晒されることについては安全なレベルというものはなく、二次喫煙の煙の毒性についての閾値などの概念は科学的証拠と矛盾するため受け入れられない。
・　換気、空気濾過、喫煙指定区域の使用（専用の換気装置の有無にかかわらず）など、100％の無煙環境以外のアプローチには効果がない。
・　たばこ煙にさらされることから人々を保護するための立法措置が必要である。自由意志による禁煙政策には効果がなく、十分な保護が与えられないことが繰り返し示されている。


（２）　他府県の状況

・　神奈川県　「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例」
（平成22年4月1日施行)
・　兵庫県　「受動喫煙の防止等に関する条例」（平成25年4月1日施行）
・　京都府　「京都府受動喫煙防止憲章」（平成24年3月策定）
・　東京都　「東京都受動喫煙防止ガイドライン」（平成23年10月1日改正）
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[image: ]6． 平成２４年度　大阪府内受動喫煙防止対策実施状況調査結果一覧表
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７．平成２４年度　大阪府内鉄道車両・駅構内・ホームにおける受動喫煙防止実施状況調査[image: ]
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８．平成２２年度　大阪府内飲食店における受動喫煙防止対策実施状況調査

回答総数：1,294件、所在地：大阪府内1,225件(94.7%)

９．　平成２１年度　府民意向調査

おおさかＱネット　回答者数：1,640人（男550人、女1090人、喫煙者男105人、女85人）

平成22年度府内飲食店における
受動喫煙防止対策実施状況調査（％）
全面禁煙	
その他	スナック・バー	居酒屋・焼き鳥等	レストラン・食堂等	ファストフード店	喫茶店	全体	36.4	2.4	18.8	36.1	18.2	17.5	空間分煙	
その他	スナック・バー	居酒屋・焼き鳥等	レストラン・食堂等	ファストフード店	喫茶店	全体	6.9	3.3	7.8	16.7	8.6	6.9	その他の方策	その他	スナック・バー	居酒屋・焼き鳥等	レストラン・食堂等	ファストフード店	喫茶店	全体	9.1999999999999993	32.6	15.7	20.6	25.1	22.2	19.3	何もしていない	その他	スナック・バー	居酒屋・焼き鳥等	レストラン・食堂等	ファストフード店	喫茶店	全体	34.1	59.3	71	47.3	19.399999999999999	44.9	49.1	無回答	その他	スナック・バー	居酒屋・焼き鳥等	レストラン・食堂等	ファストフード店	喫茶店	全体	13.4	8.1	7.6	5.5	2.7	6.1	7.2	


平成21年度府民意向調査
全面禁煙が望ましい施設（％）	
ホテル・旅館	飲食店	医療機関	学校	官公庁	多くの人が利用する施設	77.2	81.8	97.9	97.9	92.2	91.3	
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image1.emf
平成22年4月1日 平成23年4月1日 平成24年4月1日 平成22年4月1日 平成23年4月1日 平成24年4月1日 平成22年4月1日 平成23年4月1日 平成24年4月1日

府庁舎・所管施設 府庁舎・所管施設

64.6 73.7 76.9 21.2 22.0 19.5 14.2 4.3 3.6

本庁舎

4.6 14.0 11.6 53.5 53.5 58.2 41.9 32.5 30.2

議会関係スペース

2.3 11.6 11.6 46.5 41.9 46.5 51.2 46.5 41.9

出先機関(市町村単位）

0 11.6 9.3 51.2 34.9 37.2 48.8 53.5 53.5

保育所

89.0 92.2 93.7 11.0 7.8 6.3 0 0 0

幼稚園

98.3 99.4 99.1 1.7 0.3 0.9 0 0.3 0

小学校

88.7 93.6 96.5 5.3 2.4 3.1 6.0 4.0 0.4

中学校

86.4 91.0 93.8 6.3 4.1 5.6 7.3 4.9 0.6

小学校

76.5 58.8 58.8 23.5 35.3 41.2 0 5.9 0

中学校

37.9 51.5 51.5 30.3 30.3 28.8 31.8 18.2 19.7

高等学校

34.7 47.5 50.5 27.7 32.7 29.7 37.6 19.8 19.8

国公立大学

18.2 9.1 20.0 81.8 90.9 60.0 0 0 20.0

私立大学

18.3 21.3 24.2 66.7 63.9 66.7 15.0 14.8 9.1

私立短期大学(部）

42.4 45.5 42.4 54.5 54.5 48.5 3.0 0 9.1

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

国公立及び独立行政法人の病院

66.7 65.6 74.2 28.2 31.3 22.6 5.1 3.1 3.2

国公立及び独立行政法人以外の病院

34.3 40.6 49.6 44.9 42.2 36.1 20.8 17.2 14.3

※これら施設の調査結果の詳細及び「大阪府業務用車両」「鉄道車両・駅構内・ホーム」の調査結果は別添参照。

私立学校

大学・短期大学(部）

（キャンパス単位）

病院

受動喫煙防止対策の実施状況調査結果一覧表

（大阪府健康医療部　保健医療室　健康づくり課調査　　回収率100％）



敷地内禁煙（％） 建物内禁煙（％） 建物内に喫煙場所あり（％）

市町村


image2.emf
全車両終日

全面禁煙

全車両終日全面禁煙の

予定

終日

全面禁煙

（全路線の全駅）

終日全面禁煙

（一部の路線・駅）

終日

全面禁煙

（全路線の全駅）

の予定

大阪高速鉄道

株式会社

（大阪モノレール）

○ ○

大阪市交通局

○ ○

大阪府都市開発

株式会社

（泉北高速鉄道）

○ ○

北大阪急行

電鉄株式会社

○ ○

近畿日本鉄道

株式会社

　

×



特急列車

※但し、アーバンライ

ナー、さくらライナー

及び平成21年以降の新

造車両は喫煙コーナー

または喫煙室を設置

し、客室内は禁煙

なし ×

○地下駅6駅

（大阪難波・近鉄日本橋・近鉄奈良・荒

本・白庭台・近鉄名古屋）

○地上駅2駅

(他社管理駅　竹田・柏原）

○駅係員終日無配置地上駅32駅の内15駅

検討中

京阪電気鉄道

株式会社

○ ×

○地下駅（１３駅）

○地上駅（２駅）

なし

南海電気鉄道

株式会社

○ 平成23年9月より実施

○

平成23年4月より実施

西日本旅客鉄道

株式会社

×



新幹線

在来線寝台列車

なし ×

○京阪神近郊　エリア内の駅

（大阪府内の駅はすべて終日禁煙）

なし

阪堺電気軌道

株式会社

○ ×

○天王寺駅前

○我孫子道

○住吉公園

なし

阪急電鉄

株式会社

○

×

平成23年9月より喫煙ルームを除

き終日全面禁煙

喫煙室を設置している次の駅以外の駅

（梅田・十三・西宮北口・豊中・川西能

勢口・茨木市・高槻市・桂・夙川・塚

口・石橋・北千里）

※喫煙室設置駅は昨年度より４駅増設

なし

阪神電気鉄道

株式会社

○

○

平成23年9月より終日全面禁煙

水間鉄道

株式会社

○ ○

鉄道車両・駅構内・ホームにおける受動喫煙防止の実施状況調査結果

（　大阪府健康医療部保健医療室健康づくり課実施調査　　平成24年4月現在　）

会社名

（対象：府内に本社のある鉄道会社）

50音順

車両 駅構内･ホーム


